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津市の上下水道事業をもっと知っていただくために、水道・下水道事業の現状や課題、経営
状況をシリーズでお伝えしています。今回は水道事業会計の令和7年度の決算及び経営状況を
見ていきます。

上下水道だより （令和8年秋号）

水道事業の経営状況

▶ 人口減少に伴い、給水人口と給水戸数が減少しています。
その影響により、有収水量も減少傾向にあります。

▶ 令和４年4月に料金改定したことにより、給水収益（水道料金）が令和４
年度以降増加しました。

▶ 令和7年度は、水道料金基本料金の2か月分無料化事業を実施したため、
給水収益が大きく減少しました（無料化の影響を除いた実質的な前年度
比較では約2.5億円の減少となります）。

・有収水量
料金徴収等の対象となった水量

・給水収益
水道料金（水道事業の原資になる）

▶ 経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度に比べ2.72ポイント減少し
108.52％となりましたが、本年度も健全経営の水準とされる100％を
上回りました。

▶ 料金水準の妥当性を示す料金回収率も前年度に比べ5.87ポイント減少し
99.38％となりました。これは料金回収率の算定に給水収益を使用する
ことから、水道料金の基本料金無料化による影響を含んでおり、その影響
を除くと給水に係る費用を給水収益で賄えている状況とされる100％を
上回っています。

・経常収支比率
当該年度において、給水収益や一般会計から

の繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息
等の費用をどの程度賄えているかを表す指標

経常収支比率 = 経常収益

経常費用
×100

・料金回収率
給水に係る費用が、どの程度給水収益で

賄えているかを表した指標
（料金水準等を評価することが可能）

料金回収率 = 供給単価

給水原価
×100

供給単価 有収水量１㎥当たりの料金
給水原価 有収水量１㎥当たりの費用

▶ 内部留保資金と企業債残高ともに、第2次津市水道事業計画
（H30年度～R9年度）における投資・財政計画に沿って、概ね推移して
います。

・内部留保資金
将来の施設更新や借入金返済等に備えて、事業内部に蓄えられている資金の残高

・企業債残高
地方公営企業が行う建設改良費等に要する資金に充てるために起こす地方債の残高

水道料金 基本料金２か月を無料化します

下水道事業の令和７年度決算

下水道事業の経営状況

・使用料単価
有収水量（汚水）１㎥当たりの使用料収入

使用料単価 = 使用料収入

年間有収水量

・汚水処理原価
１㎥の汚水を処理するために必要な費用

汚水処理原価 = 汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量

▶ 令和元年の使用料改定により、令和５年度までは総務省における経営の
健全性を示す150円/㎥を基準とした使用料単価で推移しています。

▶ 令和６年度に他会計繰入金の依存度が高い3事業を統合したことにより、
使用料単価の減少と汚水処理原価の増加が顕著となりました。
令和7年度は使用料単価が前年比0.02円減、汚水処理原価は前年度比
14.62円増となりました。

▶ 基準外繰入金は前年度より2.8億円減となりました。
津市は基準外繰入金により下水道使用料の不足分を補填しているため、

経常収支比率としては100％を上回っています。

・繰入金
地方公営企業法第17条の2「経費負担の原則」の規定に基づき、下水道使用料を充てることが

適当でない経費等について、一般会計から下水道事業会計に繰り入れるもの

■基準外繰入金
本来使用料で賄うべき額

▶ 経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度比5.07ポイント減の106.71％
となりましたが、健全経営の水準とされる100％を上回っています。

▶ 使用料水準の妥当性を示す経費回収率は、前年度比5.13ポイント減の
69.17％ と100％を下回りました。これは、令和6年度に他会計繰入金への
依存度が高い３事業を公共下水道事業に統合した影響によるものです。
前年度より経費回収率が悪化していることから、事業に必要な費用を使用料
収入で賄えていない状況が拡大しています。

・経常収支比率
当該年度において、使用料収入や一般会計か

らの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息
等の費用をどの程度賄えているかを表す指標

経常収支比率 = 経常収益

経常費用
×100

・経費回収率
使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で
賄えているかを表した指標
（使用料水準等を評価することが可能）

経費回収率 = 下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
×100

【目的】物価高騰の影響を受けている市民や事業者の皆さまの経済的負担を軽減するため
【対象者】津市と給水契約をしている全ての水道使用者（官公庁を除く）
【対象期間】令和８年10月から同年11月に検針し料金が確定する２か月間
【手続き】不要

（例）口径13㎜の使用者が２か月で40㎥ の水道水を使用した場合

水道料金
6,094円

＝

無料
基本料金無料化後の
請求額 4,752円

基本料金
1,342円

従量料金
4,752円

無料となる基本料金（２か月分、税込）

口径 金額 口径 金額

13mm 1,342円 50mm 24,794円

20mm 2,662円 75mm 55,770円

25mm 4,378円 100mm 118,008円

30mm 8,448円 150mm 287,232円

40mm 15,774円 200mm 509,982円＋

63 

3,101 

2,500

3,000

3,500

30

40

50

60

70

R3 R4 R5 R6 R7

万㎥億円 給水収益と有収水量の推移
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経常収支比率・料金回収率の推移
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円
使用料単価と汚水処理原価の推移

使用料単価 汚水処理原価
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経常収支比率・経費回収率の推移

経常収支比率 経費回収率
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一般会計繰入金の推移

基準外繰入金 基準内繰入金

億
円

収入

借入金（企業債）

42.3 億円

一般会計からの繰入金

8.3 億円
補助金

20.0 億円

受益者負担金

及び分担金等

1.1 億円

不足額※

31.2 億円

建設改良費

48.2 億円

流域下水道建設負担金

1.8 億円

企業債償還金

53.0 億円

投資

0.0 億円

支出

詳細はこちら

収入

支出

借入金（企業債）

9.4 億円

補助金

1.8 億円

負担金

0.3 億円

その他

0.1 億円

不足額※

18.5 億円

建設改良費

18.5 億円

企業債償還金

10.5 億円

投資

1.0 億円

収入

支出

水道料金

62.9 億円

長期前受金戻入

7.2 億円

一般会計補助金

3.5 億円

新規給水加入金

1.0 億円

その他収益

4.2 億円

人件費

7.2 億円受水費

24.7 億円
維持管理費等

21.0 億円

企業債利息

2.1 億円

減価償却費・資産減耗費

19.6 億円

収支差引

4.0 億円
収入

下水道使用料

26.0 億円

長期前受金戻入

41.6 億円
一般会計からの繰入金

51.7 億円

その他収益

3.2 億円

人件費

5.8 億円

流域下水道

維持管理負担金

14.6 億円
維持管理費等

22.9 億円

企業債利息

8.1 億円

減価償却費・資産減耗費

63.4 億円

収支差引

7.7 億円

支出
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億円 内部留保資金と企業債残高の推移

内部留保資金 企業債残高

※不足額は損益勘定留保資金等で補填しています

※不足額は損益勘定留保資金等で補填しています


